
くらし塾 きんゆう塾 2023年冬号07

1
Q

起
業
に
関
心
が
あ
る
人
は
ど
れ
く
ら
い
い
る
の
で
し
ょ
う
か

1
A

約
７
人
に
１
人
が
関
心
を
持
っ
て
い
ま
す

若
者
を
中
心
に
、
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
や
働
き

方
に
対
す
る
意
識
・
考
え
方
が
多
様
化
し
、

企
業
（
特
定
企
業
）
に
依
存
せ
ず
、
自
ら
事

業
を
立
ち
上
げ
た
い
と
考
え
る
人
が
多
く
い

ま
す
。
日
本
政
策
金
融
公
庫
が
実
施
し
た

「
２
０
２
１
年
度
起
業
と
起
業
意
識
に
関
す

る
調
査
」
に
よ
る
と
、
起
業
に
関
心
が
あ
る

人
の
割
合
は
全
体
の
14
・
９
％
と
い
う
結
果

が
出
て
い
ま
す
。
起
業
に
関
心
が
あ
る
人
の

年
齢
分
布
を
見
る
と
、
29
歳
以
下
25
・
４

％
、
30
歳
代
25
・
６
%
、
40
歳
代
25
・
８
％

と
、
40
歳
代
以
下
が
全
体
の
４
分
の
３
を
占

め
て
い
ま
す
【
図
表
１
】
。

ま
た
、
東
京
商
工
リ
サ
ー
チ
の
２
０
２
１

年
「
全
国
新
設
法
人
動
向
」
調
査
に
よ
る
と
、

２
０
２
１
年
の
新
設
法
人
は
14
万
４
６
２
２

社
（
前
年
比
10
・
１
％
増
）
と
過
去
最
多
で

し
た
。
起
業
へ
の
関
心
が
集
ま
っ
て
い
る
だ

け
で
な
く
、
実
際
に
起
業
に
踏
み
切
る
人
も

増
え
て
い
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

な
お
、
日
本
政
策
金
融
公
庫
の
「
新
規
開

業
実
態
調
査
」
で
実
際
に
起
業
し
た
人
の

2
0
2
1
年
度
の
デ
ー
タ
を
見
て
い
く
と

【
図
表
２
】、
起
業
時
平
均
年
齢
は
43
・
７
歳

で
す
。
男
女
比
率
は
約
８
対
２
で
男
性
が
多

い
で
す
が
、
女
性
比
率
は
年
々
上
昇
す
る
傾

向
に
あ
り
ま
す
。

開
業
費
用
は
年
々
減
少
し
、
2
0
2
0

起業を考える
―多様化する働き方の選択肢―

監修／税理士・特定社労士・行政書士・CFPⓇ

中野裕哲

起業の準備から資金調達の方法、軌道に乗るまでの
ポイント、注意点などをＱ＆Ａ形式で解説します。

【図表1】起業に関心がある人の年齢構成

（出所） 日本政策金融公庫総合研究所「2021年度起業と起
業意識に関する調査」より監修者作成

29歳以下

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

25.4％

25.6％25.8％

15.6％

7.6％

【図表2】起業者の平均像 

（出所） 日本政策金融公庫総合研究所「2021年度新規開
業実態調査」より監修者作成

起業時年齢 43.7歳

性別（構成比） 男性：79.3%　女性：20.7%

起業時従業者数 3.2人

開業費用 941万円

自己資金 282万円

業種
（上位5業種）

サービス業：28.1％
医療・福祉：17.4％
飲食店・宿泊業：14.7％
小売業：11.5％  
建設業：7.2％
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起
業
を
考
え
る
際
、
個
人
事
業
と
法
人
の

ど
ち
ら
に
す
る
の
か
を
決
め
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。
個
人
事
業
は
、
税
務
署
に
開
業
届
を

提
出
す
る
だ
け
と
手
続
き
が
簡
単
で
す
。
最

初
は
１
人
で
小
さ
く
事
業
を
起
こ
し
、
市
場

調
査
を
し
た
い
と
い
う
場
合
は
個
人
事
業
か

ら
始
め
る
方
法
も
あ
る
で
し
ょ
う
。

法
人
の
場
合
、
法
務
局
へ
の
登
記
費
用
な

ど
が
か
か
る
も
の
の
、
社
会
的
な
信
用
力
や

税
制
面
の
メ
リ
ッ
ト
は
大
き
く
な
り
ま
す
。

法
人
に
は
法
人
税
、
個
人
事
業
主
に
は
所
得

税
が
課
税
さ
れ
ま
す
が
、
法
人
の
税
率
は
利

益
が
増
え
て
も
原
則
一
定
な
の
に
対
し
、
個

人
事
業
主
は
利
益
が
増
え
る
ほ
ど
税
率
が
高

く
な
り
ま
す
。
そ
の
た
め
、
事
業
が
拡
大
し

利
益
が
増
え
て
く
る
と
、
法
人
の
方
が
税
制

面
で
有
利
に
な
り
ま
す
。

ま
た
、
法
人
に
は
、
事
業
活
動
に
よ
り
得

ら
れ
た
利
益
を
構
成
員
（
株
主
な
ど
）
へ
分

配
す
る
「
営
利
組
織
」
と
、
構
成
員
へ
利
益

起
業
を
決
め
た
ら
、
ま
ず
ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ

ン
の
作
成
か
ら
始
め
ま
す
。

ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン
と
は
、
事
業
の
内
容
や

経
営
の
方
針
な
ど
を
具
体
的
か
つ
簡
潔
に
ま

と
め
た
書
類
の
こ
と
で
す
。
主
な
構
成
要
素

と
し
て
は
、「
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
（
ど
の
よ

う
な
目
的
で
、
ど
ん
な
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
を

提
供
す
る
の
か
）」、「
顧
客
（
市
場
ニ
ー
ズ

な
ど
を
踏
ま
え
て
、
ど
の
よ
う
な
顧
客
を
対

象
と
す
る
の
か
）」、「
ヒ
ト・モ
ノ
（
従
業
員
、

会
社
の
設
立
場
所
、設
備・備
品
な
ど
）」、「
損

益
計
画
（
売
上
や
利
益
の
計
画
）」、「
資
金

計
画
（
起
業
に
際
し
て
ど
の
程
度
の
資
金
が

必
要
な
の
か
。
そ
し
て
、
そ
れ
を
ど
の
よ
う

に
調
達
す
る
の
か
）」
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
ま

す
【
図
表
3
】。

起
業
の
際
に
は
考
え
る
べ
き
こ
と
、
や
る

べ
き
こ
と
が
数
多
く
あ
り
ま
す
。
そ
れ
ら
を

体
系
的
に
整
理
す
る
た
め
に
は
ビ
ジ
ネ
ス
プ

ラ
ン
が
必
須
で
す
。
頭
の
中
に
あ
る
ア
イ
デ

ア
や
イ
メ
ー
ジ
を
文
章
化
し
、
具
体
的
な
ビ

ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン
に
落
と
し
込
む
こ
と
で
、
事

業
の
方
向
性
や
コ
ン
セ
プ
ト
が
明
確
に
な
る

か
ら
で
す
。
資
金
繰
り
の
面
で
も
、
資
金
提

供
者
へ
の
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
の
具
体
性

が
増
し
、
協
力
を
得
や
す
く
な
る
と
い
う
メ

リ
ッ
ト
も
あ
り
ま
す
。

3
Q

ど
ん
な
組
織
形
態
で
起
業
す
る
の
が
い
い
の
で
し
ょ
う
か

3
A

経
営
目
的
や
社
員
数
に
よ
っ
て
、
適
し
た
組
織
形
態
は
異
な
り
ま
す

（出所）監修者作成

年
度
に
初
め
て
１
０
０
０
万
円
を
割
っ
て
、

2
0
2
1
年
度
に
は
９
４
１
万
円
と
な
り

ま
し
た
。
そ
の
背
景
に
は
、
事
務
所
を
自
宅

に
し
た
り
、
従
業
員
を
抱
え
ず
ア
ウ
ト
ソ
ー

シ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
な
ど
、
費
用

を
抑
え
て
起
業
す
る
ケ
ー
ス
が
多
く
な
っ
た

こ
と
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。開
業
し
た
業
種
は
、

１
位
が
サ
ー
ビ
ス
業
の
28
・
１
％
で
、
2
位

が
医
療
・
福
祉
、
3
位
が
飲
食
店
・
宿
泊
業

と
続
い
て
い
ま
す
。

起
業
の
メ
リ
ッ
ト
と
し
て
挙
げ
ら
れ
る
の

が
、「
自
分
の
や
り
た
い
こ
と
が
自
由
に
で

き
る
」
点
で
す
。
起
業
す
れ
ば
、
会
社
の
ル

ー
ル
や
上
司
の
意
向
に
縛
ら
れ
る
こ
と
な

く
、
自
分
自
身
の
意
志
や
判
断
に
し
た
が
っ

て
自
由
に
事
業
に
取
り
組
む
こ
と
が
で
き
ま

す
。
ま
た
、「
高
い
収
入
が
得
ら
れ
る
可
能

性
が
あ
る
」
点
も
大
き
な
メ
リ
ッ
ト
と
い
え

ま
す
。
起
業
し
て
、事
業
が
軌
道
に
乗
れ
ば
、

収
入
は
予
想
以
上
に
上
が
り
続
け
る
可
能
性

も
あ
り
ま
す
。

実
際
に
、
前
出
の
「
２
０
２
１
年
度
起
業

と
起
業
意
識
に
関
す
る
調
査
」
に
よ
る
と
、

起
業
家
の
起
業
動
機
の
１
位
は
「
自
由
に
仕

事
が
し
た
か
っ
た
」、
２
位
が
「
収
入
を
増

や
し
た
か
っ
た
」、
３
位
が
「
仕
事
の
経
験
・

知
識
や
資
格
を
生
か
し
た
か
っ
た
」
と
な
っ

て
お
り
、
多
く
の
人
が
こ
れ
ら
の
メ
リ
ッ
ト

に
魅
力
を
感
じ
て
起
業
し
た
こ
と
が
わ
か
り

ま
す
。

商品・
サービス 顧客

損益計画

資金計画

ヒト・モノ

【図表3】ビジネスプランの構成要素

2
Q

起
業
を
し
た
い
と
思
っ
た
ら
、
ど
ん
な
準
備
が
必
要
で
し
ょ
う
か

2
A

ま
ず
は
、
具
体
的
な
ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン
を
立
て
ま
し
ょ
う
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分
配
せ
ず
、
団
体
の
活
動
目
的
の
た
め
に
充

て
る
「
非
営
利
組
織
」
が
あ
り
ま
す
【
図
表

4
】。主

な
営
利
組
織
と
し
て
は
、「
株
式
会
社
」

と
「
合
同
会
社
」
が
あ
り
ま
す
。
株
式
会
社

は
社
員
以
外
か
ら
広
く
出
資
を
求
め
る
こ
と

が
で
き
る
の
に
対
し
、
合
同
会
社
は
社
員
が

出
資
者
で
あ
る
点
が
、
大
き
く
異
な
り
ま

す
。
合
同
会
社
は
設
立
費
用
が
安
く
済
む
一

方
で
、資
金
調
達
の
方
法
が
制
限
さ
れ
ま
す
。

事
業
を
拡
大
し
て
い
き
た
い
場
合
に
は
、
株

式
を
発
行
す
る
こ
と
で
、
多
く
の
投
資
家
か

ら
出
資
を
募
る
こ
と
が
で
き
る
株
式
会
社
の

方
が
有
利
と
言
え
る
で
し
ょ
う
。

一
方
、
非
営
利
組
織
に
は
主
に
「
Ｎ
Ｐ
Ｏ

法
人
」
と
「
一
般
社
団
法
人
」
が
あ
り
ま
す
。

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
は
事
業
分
野
に
制
限
が
あ
り
、

原
則
、
都
道
府
県
知
事
等
の
認
証
も
必
要
で

す
が
、
一
般
社
団
法
人
に
は
、
目
的
や
事
業

の
制
限
が
な
く
、
所
轄
庁
の
認
証
も
必
要
あ

り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
設
立
後
に
税
制
優
遇

な
ど
を
受
け
や
す
い
の
は
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
で
す
。

そ
れ
ぞ
れ
の
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト
を

理
解
し
た
う
え
で
、
設
立
形
態
に
迷
っ
た
と

き
は
税
理
士
な
ど
の
専
門
家
に
相
談
し
ま
し

ょ
う
。

4
Q

株
式
会
社
は
ど
の
よ
う
に
設
立
す
る
の
で
す
か

4
A

基
本
事
項
の
決
定
、
印
鑑
や
定
款
の
作
成
、

設
立
登
記
の
申
請
な
ど
を
行
う
こ
と
で
設
立
で
き
ま
す

２
０
０
６
年
5
月
に
会
社
法
が
施
行
さ
れ

た
こ
と
で
、
株
式
会
社
の
設
立
は
以
前
に
比

べ
て
容
易
に
な
り
ま
し
た
。
旧
商
法
か
ら
の

主
な
改
正
点
は
「
最
低
資
本
金
の
廃
止
（
1

円
以
上
で
Ｏ
Ｋ
）」、「
取
締
役
1
名
で
も
設

立
可
能
」、「
払
込
金
保
管
証
明
書
が
不
要
」、

「
類
似
称
号
規
制
の
緩
和
」
な
ど
で
す
。
現

在
で
は
、手
元
に
潤
沢
な
資
金
が
な
く
て
も
、

株
式
会
社
の
設
立
は
可
能
と
な
っ
て
い
ま

す
。
そ
れ
で
は
、
実
際
の
会
社
設
立
の
流
れ

に
つ
い
て
見
て
い
き
ま
し
ょ
う
【
図
表
5
】。

ま
ず
は
、「
会
社
名
」、「
事
業
目
的
」、「
本

店
所
在
地
」、「
資
本
金
」、「
出
資
者
」、「
役

員
構
成
」
な
ど
会
社
の
基
本
事
項
を
決
定
し

ま
す
。
会
社
の
基
本
事
項
の
決
定
は
会
社
設

立
の
ス
テ
ッ
プ
の
中
で
も
最
も
時
間
が
か
か

る
部
分
で
す
が
、
こ
の
後
の
手
続
き
を
ス
ム

ー
ズ
に
進
め
る
た
め
に
も
、
き
ち
ん
と
行
う

必
要
が
あ
り
ま
す
。

次
に
、
会
社
専
用
の
印
鑑
と
法
務
局
に

提
出
す
る
会
社
の
概
要
を
示
す
「
定
款
」
を

作
成
し
ま
す
。
株
式
会
社
の
場
合
に
は
、
定

款
作
成
後
に
本
店
所
在
地
を
管
轄
す
る
公
証

役
場
で
公
証
人
の
認
証
を
受
け
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。
い
っ
た
ん
認
証
を
受
け
た
定
款
に

つ
い
て
は
、
内
容
に
よ
っ
て
は
修
正
で
は
な

く
再
認
証
に
な
る
可
能
性
も
あ
る
た
め
、
記

載
漏
れ
な
ど
が
な
い
よ
う
に
注
意
し
ま
し
ょ

う
。定

款
の
作
成
お
よ
び
認
証
を
終
え
た
ら
、

資
本
金
の
払
込
み
と
設
立
登
記
の
申
請
を
行

い
ま
す
。
登
記
の
申
請
書
は
、
法
務
局
の

W
E
B
サ
イ
ト
か
ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
が
可

能
で
、
そ
こ
に
必
要
情
報
を
記
載
し
た
ら
、

定
款
に
記
載
し
た
本
店
所
在
地
を
管
轄
し
て

い
る
法
務
局
の
窓
口
で
登
記
の
申
請
を
行
い

ま
す
。
登
記
申
請
書
類
を
整
え
て
提
出
す
る

と
、
１
〜
２
週
間
で
登
記
が
終
わ
り
、
登
記

事
項
証
明
書
等
が
手
に
入
り
ま
す
。

そ
の
後
、
税
務
署
や
県
税
事
務
所
、
年
金

事
務
所
な
ど
へ
必
要
な
届
出
を
行
い
ま
す
。

届
出
は
、
大
別
す
る
と
「
税
金
に
関
わ
る
も

の
」
と
「
労
務
に
関
わ
る
も
の
」
の
2
種
類

が
あ
り
ま
す
。
い
ず
れ
も
重
要
な
届
出
で
す

の
で
、
提
出
期
限
に
注
意
し
つ
つ
、
忘
れ
ず

に
提
出
し
ま
し
ょ
う
。

【図表4】営利組織と非営利組織の違い  

（出所）監修者作成

営利組織 非営利組織

株式会社 合同会社 NPO法人 一般社団法人

出資者の名称 株主
（設立前は発起人） 社員 出資の必要はない 出資の必要はない

必要な株主
・社員の人数 1人以上 1人以上 10人以上 ２人以上

設立費用※ 約24万円～ 約10万円～ 数千円～ 約15万円～

意思決定機関 株主総会 社員総会 社員総会 社員総会

【図表5】会社設立のスケジュール 

（出所）監修者作成

①会社の基本事項の決定

②会社の印鑑の作成

③定款の作成

④定款の認証（株式会社の場合）

⑤資本金の払込み

⑥設立登記の申請

⑦税務署・県税事務所などに書類を提出

※設立費用は登録免許税や定款用の収入印紙代など実費。必要な費用は法人の種類などにより異なる
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日
本
政
策
金
融
公
庫
の
「
２
０
２
１
年
度

新
規
開
業
実
態
調
査
」
に
よ
る
と
、
起
業
時

の
苦
労
と
し
て
最
も
多
い
の
が「
資
金
繰
り
、

資
金
調
達
」
と
な
っ
て
い
ま
す
。
起
業
後
は

黒
字
に
な
る
ま
で
時
間
が
か
か
る
の
が
一
般

的
で
、
同
調
査
に
よ
る
と
、
起
業
後
平
均
14

カ
月
の
時
点
で
42
%
が
赤
字
に
留
ま
っ
て
い

ま
す
。　
　

  

「
借
金
は
し
な
い
に
越
し
た
こ
と
は
な
い
」

と
い
う
考
え
も
あ
り
ま
す
が
、
資
金
に
は
余

裕
が
必
要
で
す
。
必
要
資
金
を
計
算
し
た
結

果
、
自
己
資
金
だ
け
で
賄
え
な
い
こ
と
が
判

明
し
た
場
合
に
は
、
民
間
金
融
機
関
か
ら
の

融
資
の
ほ
か
に
、
日
本
政
策
金
融
公
庫
か
ら

の
融
資
や
、
地
方
自
治
体
が
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

し
て
民
間
金
融
機
関
で
貸
し
出
す
制
度
融
資

で
の
資
金
調
達
を
検
討
し
ま
し
ょ
う
。

国
や
自
治
体
は
、
基
本
的
に
起
業
を
応
援

す
る
ス
タ
ン
ス
で
あ
る
た
め
、
起
業
時
の
融

資
に
は
積
極
的
で
す
。
政
府
の
成
長
戦
略
等

に
沿
っ
て
創
業
支
援
等
を
行
っ
て
い
る
日
本

政
策
金
融
公
庫
で
は
、
起
業
を
す
る
人
向
け

に
「
新
規
開
業
資
金
」
や
「
新
創
業
融
資
制

度
」
と
い
っ
た
さ
ま
ざ
ま
な
融
資
制
度
が
用

意
さ
れ
て
い
ま
す
。

新
規
開
業
資
金
は
、
新
た
に
事
業
を
始
め

る
人
ま
た
は
事
業
開
始
後
お
お
む
ね
7
年
以

内
の
人
を
対
象
と
し
た
融
資
制
度
で
す
。
融

資
限
度
額
は
７
２
０
０
万
円
（
う
ち
運
転
資

金
４
８
０
０
万
円
）
で
、
返
済
期
間
は
設
備

資
金
な
ら
20
年
以
内
、
運
転
資
金
な
ら
原
則

７
年
以
内
と
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

新
創
業
融
資
制
度
は
、
新
た
に
事
業
を

始
め
る
人
ま
た
は
事
業
開
始
後
に
税
務
申

告
を
２
期
終
え
て
い
な
い
人
を
対
象
と
し

た
融
資
制
度
で
す
【
図
表
６
】。
融
資
限
度

額
は
３
０
０
０
万
円
（
う
ち
運
転
資
金
は

１
５
０
０
万
円
）
で
、
原
則
、
無
担
保
・
無

保
証
人
で
あ
る
点
が
特
徴
で
す
。

融
資
以
外
の
資
金
調
達
方
法
と
し
て
挙
げ

ら
れ
る
の
が
、
国
の
「
助
成
金
」
と
「
補
助

金
」
で
す
。
助
成
金
と
補
助
金
は
基
本
的
に

返
済
義
務
が
な
い
た
め
、
起
業
し
て
間
も
な

い
時
期
に
非
常
に
役
に
立
ち
ま
す
。た
だ
し
、

助
成
金
が
申
請
要
件
を
満
た
し
さ
え
す
れ
ば

助
成
さ
れ
る
可
能
性
が
高
い
の
に
対
し
、
補

助
金
は
申
請
の
後
に
審
査
を
ク
リ
ア
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
た
め
、
少
し
ハ
ー
ド
ル
が
上

が
り
ま
す
。
ま
た
、
助
成
金
も
補
助
金
も
基

本
的
に
後
払
い
な
の
で
、
起
業
資
金
は
全
額

事
前
に
準
備
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

起
業
の
際
に
活
用
で
き
る
国
の
補
助
金
制

度
と
し
て
「
小
規
模
事
業
者
持
続
化
補
助

金
」
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
こ
の
制
度
で
は

創
業
枠
が
設
け
ら
れ
て
お
り
、
特
定
創
業

支
援
等
事
業
に
よ
る
支
援
を
受
け
た
小
規

模
事
業
者
は
、
補
助
率
３
分
の
２
、
上
限

２
０
０
万
円
の
補
助
金
を
受
け
取
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

こ
う
い
っ
た
国
に
よ
る
補
助
金
や
支
援

制
度
は
、
中
小
企
業
庁
が
運
営
す
る
中
小

企
業
・
小
規
模
事
業
者
の
応
援
サ
イ
ト

「
ミ
ラ
サ
ポplus

（https://m
irasapo-

plus.go.jp

）」
で
詳
し

く
調
べ
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。
サ
イ
ト
か
ら
電
子
申

請
す
る
こ
と
も
可
能
で
す
。

こ
の
ほ
か
、
自
治
体
に
よ
っ
て
は
独
自
に

助
成
金
や
補
助
金
制
度
を
設
け
て
い
る
こ
と

が
あ
る
の
で
、
こ
ち
ら
も
チ
ェ
ッ
ク
し
て
お

き
ま
し
ょ
う
。

6
Q

起
業
後
に
会
社
は
ど
の
よ
う
に
変
遷
し
て
い
く
の
で
し
ょ
う
か

6
A

一
般
的
に
、
創
業
期
↓
成
長
期
↓
成
熟
期
と
移
行
し
て
い
き
ま
す

最
後
に
、
起
業
後
に
企
業
は
ど
の
よ
う
に

変
遷
し
て
い
く
の
か
、
一
般
的
な
ケ
ー
ス
を

も
と
に
見
て
い
き
ま
し
ょ
う
。大
別
す
る
と
、

企
業
の
変
遷
に
は
創
業
期
・
成
長
期
・
成
熟

期
と
い
う
3
段
階
が
あ
り
ま
す
【
図
表
7
】。

創
業
期
は
売
上
が
安
定
せ
ず
、
収
入
よ
り

支
出
が
先
行
す
る
こ
と
の
多
い
苦
し
い
時
期

と
い
え
ま
す
。
自
己
資
金
、
助
成
金
・
補
助

金
、
協
力
者
か
ら
の
援
助
な
ど
で
資
金
を
準

備
し
た
と
し
て
も
、
事
業
が
軌
道
に
乗
る
ま

で
は
資
金
繰
り
が
厳
し
く
な
る
ケ
ー
ス
も
少

な
く
あ
り
ま
せ
ん
。
従
業
員
へ
の
給
与
支
払

い
が
難
し
く
な
り
、
結
果
と
し
て
人
材
流
出

に
繋
が
る
恐
れ
も
あ
り
ま
す
。

5
Q

起
業
時
の
資
金
調
達
の
手
段
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い

5
A

民
間
金
融
機
関
か
ら
の
融
資
以
外
に
も

日
本
政
策
金
融
公
庫
か
ら
の
融
資
な
ど
が
利
用
で
き
ま
す

【図表6】新創業融資制度の概要 

（出所）日本政策金融公庫WEBサイト「新創業融資制度」より監修者作成

融資対象

新たに事業を始める人、または事業開始後税務申告
を２期終えていない人（新たに事業を始める人、ま
たは事業開始後税務申告を1期終えていない人の場
合は、「創業時において創業資金総額の10分の1以
上の自己資金を確認できること」等の一定の要件に
該当することが必要）

融資条件

融資限度額 3,000万円（うち運転資金1,500万円）

返済期間 各融資制度に定める返済期間以内

担保・保証人 原則不要

ミラサポplus
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創業期 成長期 成熟期

・ 事業プランを
差別化し、戦
略的に顧客を
獲得する
・ 円滑に収入を
得て、収益化
できるよう仕
組みづくりを
する

・ ある程度収支
の流れが安定
化したら、内
部組織の強化
を図る
・ １カ月後、３
カ月後を見た
資金繰り計画
から１年後、
３年後といっ
た長期戦略に
シフト

・ 創業者１人に
集中していた
権限を複数人
に移管。事業
ごとに組織を
分けて、チー
ムで活動する
・ 既存ビジネス
に依存せず、
次の収益とな
る新規ビジネ
スを展開する

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
策
の
例

（出所）監修者作成

【図表7】企業のライフサイクル    

売上・規模

経過年数

売
上
を
上
げ
る
た
め
に
は
、
資
金
や
人
材

な
ど
の
経
営
資
源
を
適
切
に
調
達
・
配
置
し

な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
が
、
そ
れ
に
は
相
応

の
資
金
が
必
要
と
な
る
た
め
、
起
業
直
後
に

資
金
が
不
足
し
て
事
業
が
失
敗
に
終
わ
る

こ
と
も
あ
り
ま
す
。
こ
う
し
た
起
業
直
後
の

停
滞
期
を
乗
り
越
え
ら
れ
る
か
ど
う
か
が
、

事
業
を
成
功
さ
せ
る
う
え
で
の
大
き
な
ポ

イ
ン
ト
と
い
え
ま
す
。　

そ
こ
を
乗
り
越
え
る
と
、
起
業
は
成
長

期
に
突
入
し
ま
す
。
成
長
期
で
は
、
短
期
的

な
視
野
だ
け
で
な
く
、
中
長
期
的
な
視
野
で

事
業
や
資
金
調
達
を
計
画
す
る
こ
と
が
大

切
で
す
。
ま
た
、
外
部
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
だ

け
で
な
く
、
内
部
の
管
理
機
能
に
も
気
を
配

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

成
長
期
を
経
て
、
企
業
は
成
熟
期
に
至
り

ま
す
。
成
熟
期
に
な
り
、
事
業
や
従
業
員
の

規
模
も
大
き
く
な
る
と
、
1
人
の
経
営
者
で

は
立
ち
行
か
な
く
な
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
。

そ
の
場
合
に
は
、
代
表
の
役
割
を
複
数
人
で

分
担
し
、
例
え
ば
経
営
・
執
行
・
財
務
の
責

企業内起業とは、企業内で新しい事業を立ち上げ、
その事業を軌道に乗せ、会社、あるいは組織として成
長させていくことをいいます。大企業の中には、めま
ぐるしく変化を遂げる時代の中で主力事業が硬直化す
る危機感から、企業内起業制度を取り入れているとこ
ろも少なくありません。
企業内起業の最大のメリットは、企業が持つ潤沢な

リソース（人材、資金、ナレッジ、取引先、ブランドなど）
を活用することができる点です。また、万が一事業が
失敗に終わっても、借入金の返済や従業員の解雇など
を行うようなリスクが低いのもポイントです。
一方で、起業とはいえ、企業内活動の一環であるこ

とには変わらないので、事業に対する意思決定の自由
度は低くなります。また、新規事業を苦労して立ち上
げたとしても、事業の利益やリターンのすべてを手に
することはできません。
ですが、過去には、企業内起業から成功したビジネ
スも少なくありません。「起業には興味があるが、勤
めている企業を辞めたくはない」という場合、チャン
スがあれば手を挙げてみるのもよいでしょう。

「企業内起業」ってどんなもの？
任
者
３
人
に
よ
る
経
営
体
制
に
移
行
す
る

と
い
う
方
法
も
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
事
業
の

効
率
化
を
図
る
た
め
に
も
、
企
業
を
複
数
の

部
署
に
組
織
化
し
、
責
任
と
権
限
を
上
手
に

分
散
さ
せ
る
こ
と
も
大
切
で
す
。
さ
ら
に
、

企
業
が
存
続
す
る
限
り
、
競
合
他
社
と
の
争

い
は
続
い
て
い
き
ま
す
。
そ
こ
を
勝
ち
抜
く

た
め
に
も
、
新
た
な
価
値
の
創
出
は
常
に
欠

か
せ
ま
せ
ん
。

一
方
で
、
忘
れ
て
は
い
け
な
い
の
が
倒

産
の
リ
ス
ク
で
す
。
残
念
な
が
ら
、
企
業
が

成
熟
期
に
至
る
前
に
道
半
ば
で
倒
産
し
て

し
ま
う
こ
と
も
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。
出

資
や
保
証
の
形
態
な
ど
に
も
よ
り
ま
す
が
、

そ
の
際
の
責
任
は
社
長
が
負
う
こ
と
に
な

る
ケ
ー
ス
が
多
い
の
が
実
情
で
す
。
そ
の
結

果
、
多
大
な
負
債
を
抱
え
る
可
能
性
も
あ
る

こ
と
は
常
に
留
意
し
て
お
く
必
要
が
あ
り

ま
す
。

先
述
し
た
通
り
、
会
社
法
の
施
行
に
よ

っ
て
、
起
業
す
る
こ
と
自
体
へ
の
ハ
ー
ド
ル

は
低
く
な
っ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
事
業
を

軌
道
に
乗
せ
、
企
業
を
存
続
さ
せ
て
い
く
た

め
に
は
、
長
期
に
わ
た
る
不
断
の
経
営
努
力

が
不
可
欠
で
す
。
ま
た
、
起
業
に
は
倒
産
と

い
う
リ
ス
ク
が
常
に
つ
き
ま
と
い
、
社
員
を

多
く
抱
え
る
ほ
ど
そ
の
影
響
は
大
き
く
な

り
ま
す
。
起
業
す
る
際
に
は
、
こ
れ
ら
の
こ

と
を
よ
く
理
解
し
た
う
え
で
、
相
応
の
覚
悟

を
持
っ
て
決
断
す
る
よ
う
に
し
ま
し
ょ
う
。
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